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地方分権21世紀ビジョン懇談会報告書（平成18年7月5日大田弘子座長）

２．各論（３）いわゆる“再生型破綻法制”の整備背景・目的

この観点から、いわゆる“再生型破綻法制”の検討に早期に着手し、３年以内に

整備すべきである。その際、透明なルールに基づく早期是正措置を講じ、それでも

うまくいかなかった場合に再生手続きに入るという２段階の手続きとすべきである

。 これらの点を踏まえた、いわゆる“再生型破綻法制”の制度の概要を今秋まで

に作成・公表すべきである。

「基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）

再建法制等も適切に見直すとともに、情報開示の徹底、市場化テストの促進等につ

いて地方行革の新しい指針を策定する。

新しい地方財政再生制度研究会報告書（平成18年12月8日宮脇淳座長）

このため、新しい地方財政再生制度においては、財政情報の開示を徹底し、透明な

ルールのもとに早期是正措置を導入することにより、住民のチェック機能を働かせ、財

政再建を促していくことを柱とする早期是正・再生スキームを構築すべきであり、以下

のとおり具体的な提言を行うものである。

地方財政健全化法の経緯

１

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　公営企業債（第一号）
　第一号は、地方公共団体の経営するいわゆる公営企業に要する経費の財源とする場合である。地方公営企業は、地域住民の福祉を増進するために経営されるものであるから、営利を主たる目的とする私企業とは異なるものであるが、企業であるという特性から、その投下資本等に要した資金も営業活動を通じて回収していくという性格を有しており、企業債の活用は地方公営企業経営の当然の前提となっていると考えて差し支えないと考えられる。　「公営企業に要する経費の財源」となる場合とは、公営企業の建設、拡張等の建設に要する経費の財源とする場合のみならず、経営が軌道に乗るまでの間の運転資金等の不足を補うための財源として地方債を発行する場合の含まれると考えられるが、後者のような地方債も租税を担保として有利な条件で借り入れることができるものであり、こうした地方債が安易に借り入れられることにより放漫な経営をもたらすことがないよう、現在は、公営企業の建設、拡張等に要する経費以外の経費に充てるための地方債の発行は、運用上極めて限定的にしか許可されていない。
　出資債及び転貸債（第二号）
　第二号は、「出資金及び貸付金の財源とする場合（出資又は貸付けを目的として土地又は物件を買収する経費の財源とする場合を含む。）」である。出資金及び貸付金について地方債を認めているのは、出資金はその出資による権利が当該団体に留保され資本的価値が存在していることや出資による便益がその間は継続すること等に着目したものであろう。また、貸付金はその元金が回収されることとなっており、当該回収金をもって地方債の元金も償還されることを予定しているものであるからであろう。なお、出資又は貸付けを行う場合の相手方については、法律上は特に制限はない。
　借換債（第三号）
　第三号は、「地方債の借換えのために要する経費の財源とする場合」である。借換えのために発行する地方債は、すでに借入済の地方債を償還するために借り入れる地方債であり、はじめに地方債をもって財源とすることが認められている以上、その借換えについて発行を制限する理由は乏しく、新たな債務を負うものではないという意味で適債事業とされているのであろう。ただし、当該地方債を財源として建設した公共施設又は公用施設の耐用年数を超える借換えはできないこととされている（地方財政法五の二本文及びただし書）。また、地方債の償還年限を短縮し、又はその償還年限を延長せず、かつ利息の定率を高めないで借りかえる場合には許可は要しないこととされている（「地方自治法施行令第一七四条の規定による地方債の許可に関する件」（昭和二二年七月一日内務・大蔵省令第五号）第二条第六号）。
　災害復旧事業債等（第四号）
　第四号は、災害により臨時に巨額の資金需要を生じた場合に、財政上の応急措置として負担を後年度に繰り延べることを認めたものである。大きな規模の災害が生じた場合には、当該地域の財政支出が大きく膨れあがることが予想されるが、その一方で、当該地域の財政収入も減少することが通常であり、このような不測の事態に備えて積み立てられる基金にも財政規模や住民の負担の世代間の公平等の観点から限度があるからである。「災害応急事業」とは、災害を受けた際等に流失橋梁の応急仮設等被害を受けた公共施設や公用施設について、本格的な復旧が行われるまでの間の暫定措置として施行する事業であり、「災害復旧事業」とは、被害を受けた公用公共用施設を原型に復旧し、又は従前の効用にまで回復するための事業、「災害救助事業」とは、収容施設の供与、生活必需品の供与等の救助事業であり、基本的に災害救助法に定める救助事業と範囲を同じくすると考えてよいであろう。ただし、現実の運用上、「災害救助事業」については、 災害対策基本法第一〇二条の適用がある場合や阪神・淡路大震災のような、当該災害の影響が大きい場合に、災害救助法に基づく事業など国庫補助金又は国庫負担金の交付を受けて地方公共団体が行う水防対策、  災害救助対策、伝染病予防対策、病虫害駆除対策、農作物種子対策、湛水排除対策等の地方負担に充てる場合に限り、地方債の発行が許可される扱いとされている。また、この場合においては、「災害旧事業」、「災害応急事業」、「災害救助事業」の外、「地方税、使用料、手数料等の減免によつて生ずる財政収入の不足を補う場合」についても、地方債の発行が許可される。
　建設地方債（第五号）
　第五号は、普通税の税率がいずれも標準税率以上である地方公共団体において、戦災復旧事業費及び学校その他の文教施設、保育所その他の厚生施設、消防施設、道路、河川、港湾その他の土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業費並びに公共用若しくは公用に供する土地又はその代替地としてあらかじめ取得する土地の購入費（当該土地に関する所有権以外の権利を取得するために要する経費を含む。）の財源とする場合である。
　公共施設及び公用施設の建設に要する経費は、相当に多額なものとなるのが通例であるが、その施設の建設事業のために要する経費が団体の財政規模に比して大きいにもかかわらずその全てをその年度の租税収入に頼ることは、施設建設時の住民に対して著しい負担を課する結果となってしまうが、一方で、これらの施設の建設は、後年度にわたって効用を及ぼすものであることから、その負担の一部を地方債の発行によって後年度に繰り延べることは、こうした当該年度の負担を軽減するほか、当該施設利用する世代間の負担の公平を確保することにも資すると考えられるのである。また、公共、公用施設は、その地域の経済活動の基盤ともなるものでありその建設によって、経済基盤が強化されて担税力が強化されるという面もあるので、資本の投下としての意味も考えられる。



新しい地方財政再生制度研究会報告書（平成18年12月8日宮脇淳座長）

○ この半世紀あまりで、地方公共団体の行政活動は著しく多様化してきており、地方
公共団体の活動を全体として捉え、その財政状況を住民が分かりやすく把握できる
よう、必要なものの追加も含め財政指標の充実が必要である。

○ 新しい地方財政再生制度においては、・・・特に、
① 当該団体全体の財政運営上の問題を把握しその責任を明確化するという観点、

② 地方公社や第三セクターの状況も含め、当該団体の潜在的なリスクも含めた
中長期的な財政運営の健全化を図るという観点

から、フロー・ストックの両面において必要な指標を用いるべき

○ 今回の新しい再生制度においては、新たなフロー指標を設け、公営企業会計も連
結して把握することにより、公営企業会計が悪化した結果、当該地方公共団体全体
の新たなフロー指標が早期是正又は再生段階に至った場合には、当該公営企業会
計を中心に早期是正又は再生スキームが適用されるものである。

○ しかし、公営企業が供給する住民サービスは、上・下水道、病院など住民の日常生
活に欠くことのできないものが多いことから、その経営の悪化が住民生活に多大な影
響を与えることのないよう、個々の公営企業会計においても、経営悪化の初期の段
階から経営健全化計画の策定を義務づけ、自律的な経営改善を促すこととすべきで
ある。また、このことにより、公営企業会計の経営が悪化した場合に普通会計に与え
る影響も未然に防止することが可能となる。

地方財政健全化法の経緯＜２＞

２

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　公営企業債（第一号）
　第一号は、地方公共団体の経営するいわゆる公営企業に要する経費の財源とする場合である。地方公営企業は、地域住民の福祉を増進するために経営されるものであるから、営利を主たる目的とする私企業とは異なるものであるが、企業であるという特性から、その投下資本等に要した資金も営業活動を通じて回収していくという性格を有しており、企業債の活用は地方公営企業経営の当然の前提となっていると考えて差し支えないと考えられる。　「公営企業に要する経費の財源」となる場合とは、公営企業の建設、拡張等の建設に要する経費の財源とする場合のみならず、経営が軌道に乗るまでの間の運転資金等の不足を補うための財源として地方債を発行する場合の含まれると考えられるが、後者のような地方債も租税を担保として有利な条件で借り入れることができるものであり、こうした地方債が安易に借り入れられることにより放漫な経営をもたらすことがないよう、現在は、公営企業の建設、拡張等に要する経費以外の経費に充てるための地方債の発行は、運用上極めて限定的にしか許可されていない。
　出資債及び転貸債（第二号）
　第二号は、「出資金及び貸付金の財源とする場合（出資又は貸付けを目的として土地又は物件を買収する経費の財源とする場合を含む。）」である。出資金及び貸付金について地方債を認めているのは、出資金はその出資による権利が当該団体に留保され資本的価値が存在していることや出資による便益がその間は継続すること等に着目したものであろう。また、貸付金はその元金が回収されることとなっており、当該回収金をもって地方債の元金も償還されることを予定しているものであるからであろう。なお、出資又は貸付けを行う場合の相手方については、法律上は特に制限はない。
　借換債（第三号）
　第三号は、「地方債の借換えのために要する経費の財源とする場合」である。借換えのために発行する地方債は、すでに借入済の地方債を償還するために借り入れる地方債であり、はじめに地方債をもって財源とすることが認められている以上、その借換えについて発行を制限する理由は乏しく、新たな債務を負うものではないという意味で適債事業とされているのであろう。ただし、当該地方債を財源として建設した公共施設又は公用施設の耐用年数を超える借換えはできないこととされている（地方財政法五の二本文及びただし書）。また、地方債の償還年限を短縮し、又はその償還年限を延長せず、かつ利息の定率を高めないで借りかえる場合には許可は要しないこととされている（「地方自治法施行令第一七四条の規定による地方債の許可に関する件」（昭和二二年七月一日内務・大蔵省令第五号）第二条第六号）。
　災害復旧事業債等（第四号）
　第四号は、災害により臨時に巨額の資金需要を生じた場合に、財政上の応急措置として負担を後年度に繰り延べることを認めたものである。大きな規模の災害が生じた場合には、当該地域の財政支出が大きく膨れあがることが予想されるが、その一方で、当該地域の財政収入も減少することが通常であり、このような不測の事態に備えて積み立てられる基金にも財政規模や住民の負担の世代間の公平等の観点から限度があるからである。「災害応急事業」とは、災害を受けた際等に流失橋梁の応急仮設等被害を受けた公共施設や公用施設について、本格的な復旧が行われるまでの間の暫定措置として施行する事業であり、「災害復旧事業」とは、被害を受けた公用公共用施設を原型に復旧し、又は従前の効用にまで回復するための事業、「災害救助事業」とは、収容施設の供与、生活必需品の供与等の救助事業であり、基本的に災害救助法に定める救助事業と範囲を同じくすると考えてよいであろう。ただし、現実の運用上、「災害救助事業」については、 災害対策基本法第一〇二条の適用がある場合や阪神・淡路大震災のような、当該災害の影響が大きい場合に、災害救助法に基づく事業など国庫補助金又は国庫負担金の交付を受けて地方公共団体が行う水防対策、  災害救助対策、伝染病予防対策、病虫害駆除対策、農作物種子対策、湛水排除対策等の地方負担に充てる場合に限り、地方債の発行が許可される扱いとされている。また、この場合においては、「災害旧事業」、「災害応急事業」、「災害救助事業」の外、「地方税、使用料、手数料等の減免によつて生ずる財政収入の不足を補う場合」についても、地方債の発行が許可される。
　建設地方債（第五号）
　第五号は、普通税の税率がいずれも標準税率以上である地方公共団体において、戦災復旧事業費及び学校その他の文教施設、保育所その他の厚生施設、消防施設、道路、河川、港湾その他の土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業費並びに公共用若しくは公用に供する土地又はその代替地としてあらかじめ取得する土地の購入費（当該土地に関する所有権以外の権利を取得するために要する経費を含む。）の財源とする場合である。
　公共施設及び公用施設の建設に要する経費は、相当に多額なものとなるのが通例であるが、その施設の建設事業のために要する経費が団体の財政規模に比して大きいにもかかわらずその全てをその年度の租税収入に頼ることは、施設建設時の住民に対して著しい負担を課する結果となってしまうが、一方で、これらの施設の建設は、後年度にわたって効用を及ぼすものであることから、その負担の一部を地方債の発行によって後年度に繰り延べることは、こうした当該年度の負担を軽減するほか、当該施設利用する世代間の負担の公平を確保することにも資すると考えられるのである。また、公共、公用施設は、その地域の経済活動の基盤ともなるものでありその建設によって、経済基盤が強化されて担税力が強化されるという面もあるので、資本の投下としての意味も考えられる。



１ 外部監査
２ 施行期日等

Ⅰ 健全化判断比率の公表等

Ⅱ 財政の早期健全化

Ⅲ 財政の再生

Ⅳ 公営企業の経営の健全化

Ⅴ その他

①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率

１ 財政健全化計画
２ 財政健全化計画の策定手続等
３ 国等の勧告等

１ 財政再生計画
２ 財政再生計画の策定手続、国の同意、実施状況等
３ 地方債の起債の制限
４ 国の調査、勧告等
５ 地方財政法第５条（地方債の制限）の特例

地方公共団体の財政の健全化に関する法律骨子

３



○自主的な改善努力による
財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められる
ときは、総務大臣又は知事が必要な勧
告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部

監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期

間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

○赤字団体が申出により、財
政再建計画を策定（総務大
臣の同意が必要）

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法

新
し
い
法
制

こ
れ
ま
で
の
制
度

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の
徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し
公表

健全段階

＜これまでの制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負
債等）の財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題
○公営企業もこれに準じた再建制度

（地方公営企業法)

財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）

※赤字比率が５％以上の都道府県、２０％以上
の市町村は、法に基づく財政再建を行わなけれ
ば建設地方債を発行できない

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

４



公営事業会計

普通会計

特別会計（公営事業会計を除く）
・公債管理特別会計・母子寡婦福祉特別会計 等

一般会計

対

象

外

会

計

○収益事業 ○その他（公立大学附属病院事業・地財法上の公営企業以外の事
業かつ地公企法の非適用事業）

○国民健康保険事業、介護保険事業 等

不
良
債
務

(

会
計
別)

○地公企法の一部適用事業（§２②）・病院事業

○地公企法の当然適用事業（§２①）・水道事業、交通事業など７事業

地方公営企業法

今までの指標の対象範囲 指標の対象範囲(イメージ)

○一部事務組合・広域連合

○地方独立行政法人 ○地方三公社 ○第三セクター

一部事務組合等

資
金
不
足
比
率(

会
計
別)

○地財法上の公営企業（§６）かつ地公企法の非適用事業
・地公企法非適用の下水道事業、観光施設事業、港湾整備事業、宅地造成事業 等

○地公企法の任意適用事業（§２③） ・地公企法適用の下水道事業等

公営企業会計

実
質
赤
字
比
率

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

地方公共団体の会計
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一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率 ＝

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額）

連結実質赤字額

標準財政規模
連結実質赤字比率 ＝

・ 連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） －
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３か年平均）

・ 準元利償還金 ： イからホまでの合計額

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ 一時借入金の利子

＝

健全化判断比率等の概要
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将来負担額 － （充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋ 地方債現在高等に係る
基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 将来負担額 ： イからチまでの合計額

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、

当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト 連結実質赤字額

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額 ： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

将来負担比率 ＝

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率 ＝

・ 資金の不足額 ： 資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
現在高 －流動資産） － 解消可能資金不足額

資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債現在高）－ 解消可能資金不足額

※ 解消可能資金不足額 ： 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から

控除する一定の額。

※ 宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

・ 事業の規模 ： 事業の規模（法適用企業）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。
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○ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を平成１９年６月に制定。

○ 財政指標の公表は平成１９年度決算から、計画策定の義務付けは平成２０年度決算
から適用。

財政健全化計画の策定、

外部監査の要求 等

財政の早期健全化

財政再生計画の策定、計画について

国の同意手続、地方債の制限、再生
振替特例債 等

財政の再生

地方公共団体の財政の健全化の推進

８



※現行の再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる

②～④

財
政
悪
化早期健全化段階

①実質赤字比率（現行）

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

再生段階
α ％ β％

（参考）現行の再建制度

①
早期健全化団体の計画目標

・①は均衡する（０％）こと
・②～④はαを下回ること

再生団体の計画目標
・①は均衡する（０％）こと
・②～④はαを下回ること

①

②～④

０％

再生団体

実質赤字比率
０％

γ ％

準用再建団体

公営企業
会計

早期健全化団体

（財政の早期健全化・再生）

（公営企業の経営健全化）

⑤資金不足比率

経営健全化団体
⑤計画目標

・⑤はγを下回ること

財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ
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将来負担比率の概要

標準財政規模 － 元利償還金等に係る
交付税算入額

地方債現在高
普通会計が
実質的に負
担するもの

+ + －

債務負担行為
(ＰＦＩ事業に基
づく建設事業
費・土地購入
費等）に基づく
支出予定額

退職手当支給
予定額のうち
普通会計の負
担見込額

充当可能基金
額、地方債現
在高等に係る
交付税算入見

込額 等

+

公社及び損失
補償している
第三セクター
等の負債のう
ち普通会計の

負担見込額
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律（抜粋）

＜平成１９年６月２２日公布＞

第２条第４号ヘ

第２条 

 

四  将来負担比率 地方公共団体のイからチまでに掲げる額の合算額がリからルまでに掲げ

る額の合算額を超える場合における当該超える額を当該年度の前年度の標準財政規模

の額から算入公債費等の額を控除した額で除して得た数値 

 

 ヘ  当該年度の前年度末における当該地方公共団体が単独で又は他の地方公共団体と

共同して設立した法人で政令で定めるもの（以下この号において「設立法人」という。）の

負債の額及び当該地方公共団体が設立法人以外の者のために債務を負担している場

合における当該債務額のうち、これらの者の財務内容その他の経営の状況を勘案して

当該地方公共団体の一般会計等において実質的に負担することが見込まれるものとし

て総務省令で定めるところにより算定した額 
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地方公共団体からの財政援助を受ける出資法人等の債務に対する損失補償

① 財務諸表評価方式 （公表された財務諸表等から債務区分等を判定する方法）

Ⅰ 一般法人型

Ⅱ インフラ法人型

Ⅲ 不動産取引型

② 外形事象評価方式 （経済的取引や出資地方公共団体の支援等の事象から判定する方法）

③ 格付機関の格付け等の専門の第三者の評価から判定する方法

公的信用保証、制度融資等に係る損失補償

その他の形態の損失補償、債務保証

標準評価方式

個別評価方式

①～③により地方公共団体が損失補償を付した法人に対する金融機関等からの融資を、以下の債務区分に分類。
Ａ）正常償還見込債務（10％以上）、 Ｂ）地方団体要関与債務（30％以上）、 Ｃ）地方団体要支援債務（50％以上）、
Ｄ）地方団体実質管理債務（70％以上）、 Ｅ）地方団体実質負担債務（90％以上）

① 資産債務個別評価方式

② 個別経営計画評価方式

③ 損失補償付債務償還費補助評価方法

損失補償見込額 ＝ 損失補償残高 × 平均残存年数 × 損失補償実行率

損失補償債務に係る一般会計負担見込額の算定基準
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1. 販売用土地等の時価評価が必要な主なケース

① 宅地造成事業（公営企業）における土地の売却による収入の見込額の算定（連結実
質赤字比率、将来負担比率）

② 土地開発公社が保有する自主事業用地の時価の算定（将来負担比率）

③ ３セクの保有する土地の時価の算定（将来負担比率）

2. 時価評価の方法

次のいずれかの方法により評価

→ 土地の価額は、販売用土地の帳簿価額（取得価額）と、時価評価による価額から販
売経費を除いた価額とを比較し、いずれか少ない額とする。（低価法の適用）

(1) 販売見込額（販売公表価格）を時価とする方法 （ただし、売出開始から1年以上経過した後は、近傍類似
の土地の価格の変動を勘案し、各年１割以上の割落としを行う。）

(2) 不動産鑑定評価を用いる方法 （当該年度前3年度内の不動産鑑定評価を用いる場合は、公示地価等の
変動を勘案して時点修正を行う。）

(3) 販売用土地の近隣の公示地価又は近隣の基準地価格を調整する方法

(4) 固定資産税評価額を調整する方法

(5) 相続税評価額を調整する方法

健全化法における販売用土地等の評価方法

１３
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